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新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

平成30年７月25日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第40号 

新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

第１条 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成27年新潟県規則第55号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動条等」という｡)

に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下この条において「移動後条等」

という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移動後条等が存在しな

い場合には当該移動条等（以下この条において「削除条等」という｡)を削り、移動後条等に対応する移動条等

が存在しない場合には当該移動後条等（以下この条において「追加条等」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中別記様式の表示に下線が引かれた別記様式（以下この条において「移動別記様式」と

いう｡)に対応する同表の改正後の欄中別記様式の表示に下線が引かれた別記様式（以下この条において「移動

後別記様式」という｡)が存在する場合には当該移動別記様式を当該移動後別記様式とし、移動別記様式に対応

する移動後別記様式が存在しない場合には当該移動別記様式を削る。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示、追加条等並びに別記様式の表示を除く。以下

この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示、削除

条等及び別記様式の表示を除く。以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分

を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加

える。 

改 正 後 改 正 前 

第１条 （略） 

 

（不均一課税の基準） 

第１条の２ 条例第１条の２及び第２条第１号の県

外から移転して整備するものとして規則で定める

基準は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当

該各号に定める部門のうち特定業務施設の整備に

より移転を行ったものが地域再生法（平成17年法

律第24号。以下「法」という｡)第17条の２第１項

に規定する地方活力向上地域等特定業務施設整備

計画の認定（同条第４項の規定による変更の認定

があったときは、その変更の認定）の申請の時に

おいて所在している事業所が、県外に所在するも

のであることとする。 

(1) 拡充型事業により整備する特定業務施設が地

域再生法施行規則（平成17年内閣府令第53号。

以下「府令」という｡)第８条第１号に該当する

場合 府令第８条第１号イからホまでに掲げる

部門のうち当該特定業務施設で行う業務に係る

もの 

(2) 拡充型事業により整備する特定業務施設が府

令第８条第２号に該当する場合 研究開発を行

う部門 

(3) 拡充型事業により整備する特定業務施設が府

令第８条第３号に該当する場合 人材育成を行

う部門 

２ 条例第１条の２及び第２条第１号の規則で定め

第１条 （略） 
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る要件は、次のとおりとする。 

(1) 平成27年11月27日から平成32年３月31日まで

の間に、法第17条の２第３項の規定に基づき、

同条第１項に規定する地方活力向上地域等特定

業務施設整備計画の認定を受けていること。 

(2) 前号の認定を受けた日から同日の翌日以後２

年を経過する日まで（同日までに法第17条の２

第６項の規定により当該認定を取り消されたと

きは、その取り消された日の前日まで）の間に、

条例第１条の２に規定する特別償却設備を新設

し、又は増設していること。 

 

（特別償却設備に係る所得金額等の計算方法） 

第２条 条例第１条の３第１号及び第２条第１号の

規則で定めるところにより計算した額は、地域再

生法第17条の６の地方公共団体等を定める省令

（平成27年総務省令第73号。以下「省令」という｡)

第３条の規定の例により計算した額とする。 

 

（課税免除又は不均一課税の措置の申告又は申

請） 

第３条 条例第１条の２の規定により法人の県民税

の不均一の課税の措置を受けようとする法人、条

例第１条の３の規定により事業税、不動産取得税

若しくは固定資産税の課税の免除の措置を受けよ

うとする者又は条例第２条の規定により事業税、

不動産取得税若しくは固定資産税の不均一の課税

の措置を受けようとする者は、次の表の左欄に掲

げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日ま

でに、それぞれ同表の右欄に掲げる申告書又は申

請書を、所管する地域振興局長に提出しなければ

ならない。 

法人

県民

税 

不均一の課税の措

置を受けようとす

る事業年度又は連

結事業年度の申告

書の提出期限 

法人県民税不均一課

税及び法人事業税課

税免除（不均一課税）

申告書（中間、確定、

修正)(別記第１号様

式） 

法人県民税不均一課

税及び法人事業税課

税免除（不均一課税）

申告書（予定)(別記

第２号様式） 

法人

事業

税 

課税の免除又は不

均一の課税の措置

を受けようとする

事業年度の申告書

の提出期限 

個人

事業

税 

 

課税の免除又は不

均一の課税の措置

を受けようとする

年度の前年度の３

月15日 

個人事業税課税免除

（不均一課税）申請

書（別記第３号様式）

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特別償却設備に係る所得金額等の計算方法） 

第２条 条例第２条第１号の規則で定めるところに

より計算した額は、地域再生法第17条の６の地方

公共団体等を定める省令（平成27年総務省令第73

号。以下「省令」という｡)第３条の規定の例によ

り計算した額とする。 

 

（不均一の課税の措置の申請又は申告） 

 

第３条 条例第２条の規定により県税の不均一の課

税の措置を受けようとする者は、次の表の左欄に

掲げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日

までに、それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は

申告書を、所管する地域振興局長に提出しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人

事業

税 

不均一の課税の措

置を受けようとす

る年度の前年度の

３月15日 

 

個人事業税不均一課

税申請書（別記第１

号様式） 

 

法人

事業

不均一の課税の措

置を受けようとす

法人事業税不均一課

税申告書（中間、確
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不動

産取

得税 

 

 

 

個人にあっては課

税の免除又は不均

一の課税の措置を

受けようとする不

動産を事業の用に

供した日の属する

年の翌年の３月15

日、法人にあって

は課税の免除又は

不均一の課税の措

置を受けようとす

る不動産を事業の

用に供した日の属

する事業年度に係

る事業税の申告書

の提出期限 

不動産取得税課税免

除（不均一課税）申

請書（別記第４号様

式） 

 

固定

資産

税 

 

課税の免除又は不

均一の課税の措置

を受けようとする

年度の前年度の１

月31日 

固定資産税課税免除

（不均一課税）申請

書（別記第５号様式）

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域振興局長は、前項の申請書の提出がされた

ときは、これを審査の上、課税の免除又は不均一

の課税の措置の可否を決定し、その旨を書面によ

り申請者に通知するものとする。 

 

（承継） 

第４条 合併その他の理由により、条例第１条の２

の特別償却設備（不動産取得税又は固定資産税に

係る場合にあっては、省令第２条第１号の特別償

却設備。以下「特別償却設備」という｡)を新設し、

又は増設した者から当該特別償却設備に係る事業

を承継した者が条例第１条の２若しくは第２条に

規定する不均一の課税の措置又は条例第１条の３

に規定する課税の免除の措置を受けようとすると

きは、当該事業を承継した日から30日以内に、別

記第６号様式により地域振興局長に届け出なけれ

ばならない。 

税 

 

る事業年度の申告

書の提出期限 

 

定、修正)(別記第２

号様式） 

法人事業税不均一課

税申告書（予定)(別

記第３号様式） 

不動

産取

得税

 

 

 

個人にあっては不

均一の課税の措置

を受けようとする

不動産を事業の用

に供した日の属す

る年の翌年の３月

15日、法人にあっ

ては不均一の課税

の措置を受けよう

とする不動産を事

業の用に供した日

の属する事業年度

に係る事業税の申

告書の提出期限 

 

 

不動産取得税不均一

課税申請書（別記第

４号様式） 

 

固定

資産

税 

 

不均一の課税の措

置を受けようとす

る年度の前年度の

１月31日 

 

固定資産税不均一課

税申請書（別記第５

号様式） 

２ 条例第２条の規定により事業税の不均一の課税

の措置を受けようとする者（地域再生法（平成17

年法律第24号）第17条の２第１項第１号に掲げる

事業を実施する者を除く｡)は、前項の申請書又は

申告書に別記第６号様式による従業員の増加数に

係る事業計画書を添えて所管する地域振興局長に

提出しなければならない。 

３ 地域振興局長は、第１項の申請書の提出がされ

たときは、これを審査の上、不均一の課税の措置

の可否を決定し、その旨を書面により申請者に通

知するものとする。 

 

（承継） 

第４条 合併その他の理由により、条例第２条第１

号の特別償却設備（不動産取得税又は固定資産税

に係る場合にあっては、省令第２条第１号の特別

償却設備。以下「特別償却設備」という｡)を新設

し、又は増設した者から当該特別償却設備に係る

事業を承継した者が条例第２条に規定する不均一

の課税の措置を受けようとするときは、当該事業

を承継した日から30日以内に、別記第７号様式に

より地域振興局長に届け出なければならない。 
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第３号様式（第３条関係） 

個人事業税課税免除（不均一課税）申請書 

（略） 

従業者数 

（略） 

課税免除又は不均一課税の適用

部分 

 

（略） 

 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特

例に関する条例施行規則第３条第１項の規定によ

り、個人事業税の課税の免除（不均一の課税）を

申請します。 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除（不均一課税）申請書 

（略） 

課税免除又は不均一課税を受けようとする不動

産 

（略） 

 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特

例に関する条例施行規則第３条第１項の規定によ

り、不動産取得税の課税の免除（不均一の課税）

を申請します。 

（略） 

 

第５号様式（第３条関係） 

固定資産税課税免除（不均一課税）申請書 

（略） 

課税の免

除又は不

均一の課

税を受け

ようとす

る大規模

償却資産 

（略） 

 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特

例に関する条例施行規則第３条第１項の規定によ

り、固定資産税の課税の免除（不均一の課税）を

申請します。 

（略） 

 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

個人事業税不均一課税申請書 

（略） 

従業者数

（略） 

不均一課税の適用部分 

 

 

（略） 

 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特

例に関する条例施行規則第３条第１項の規定によ

り、個人事業税の不均一の課税を申請します。 

 

（略） 

 

第２号様式（第３条関係） 

 （略） 

 

第３号様式（第３条関係） 

 （略） 

 

第４号様式（第３条関係） 

不動産取得税不均一課税申請書 

（略） 

不均一課税を受けようとする不動産 

 

（略） 

 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特

例に関する条例施行規則第３条第１項の規定によ

り、不動産取得税の不均一の課税を申請します。

 

（略） 

 

第５号様式（第３条関係） 

固定資産税不均一課税申請書 

（略） 

不均一の

課税を受

けようと

する大規

模償却資

産 

 

（略） 

 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特

例に関する条例施行規則第３条第１項の規定によ

り、固定資産税の不均一の課税を申請します。 

 

（略） 
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第６号様式 （略） 

第６号様式（第３条関係） 

従業員の増加数に係る事業計画書 

 （略） 

 

第７号様式 （略） 

第２条 新潟県産業拠点強化を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

附則の次に次の２様式を加える。 
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   附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


